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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現⾦及び預⾦ 3,232,722,579

医業未収⾦ 855,405,004

貸倒引当⾦ △ 3,926,145 851,478,859

未収⾦ 122,315,155

貸倒引当⾦ △ 8,000,000 114,315,155

医薬品 56,259,765

診療材料 15,947,016

給⾷⽤材料 1,289,410

貯蔵品 8,059,122

前渡⾦ 13,070

未収収益 50,775

その他流動資産 4,388,725

流動資産合計 4,284,524,476

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 4,569,760,380

減価償却累計額 △ 823,310,853 3,746,449,527

構築物 99,108,135

減価償却累計額 △ 22,671,618 76,436,517

医療⽤器械備品 1,138,879,900

減価償却累計額 △ 717,136,344 421,743,556

その他器械備品 5,466,569,116

減価償却累計額 △ 3,237,858,208 2,228,710,908

土地 3,293,584,482

建設仮勘定 236,107,000

有形固定資産合計 10,003,031,990

２ 無形固定資産

ソフトウェア 1,087,800

電話加入権 88,000

その他無形固定資産 9

無形固定資産合計 1,175,809

３ 投資その他の資産

破産更⽣債権等 23,653,566

貸倒引当⾦ △ 23,653,566 0

⻑期貸付⾦ 24,000,000

  返還免除引当⾦ △ 19,384,615 4,615,385

投資その他の資産合計 4,615,385

固定資産合計 10,008,823,184

資産合計 14,293,347,660

貸 借 対 照 表
（平成２６年３⽉３１⽇）

科          目 ⾦            額
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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位：円）

科          目 ⾦            額

負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付⾦債務 284,167,434

預り寄附⾦ 40,497,069

⼀年以内返済⻑期借入⾦ 102,167,271

買掛⾦ 204,416,191

未払⾦ 1,058,410,908

⼀年以内⽀払リース債務 78,015,000

未払消費税等 7,442,100

前受⾦ 26,793,612

預り⾦ 110,010,517

未払費⽤ 186,773

引当⾦

賞与引当⾦ 255,368,355 255,368,355

流動負債合計 2,167,475,230

Ⅱ 固定負債

資産⾒返負債

資産⾒返運営費交付⾦ 712,894,916

資産⾒返補助⾦等 339,081,735

資産⾒返寄附⾦ 25,786,171

建設仮勘定⾒返施設費 236,107,000 1,313,869,822

⻑期借入⾦ 442,572,136

リース債務 203,280,000

引当⾦

退職給付引当⾦ 1,181,278

環境対策引当⾦ 65,966,400 67,147,678

固定負債合計 2,026,869,636

負債合計 4,194,344,866

純資産の部

Ⅰ 資本⾦

政府出資⾦ 10,333,706,713

資本⾦合計 10,333,706,713

Ⅱ 資本剰余⾦

資本剰余⾦ 1,480,448,628

損益外減価償却累計額（△） △ 2,891,270,156

資本剰余⾦合計 △ 1,410,821,528

Ⅲ 利益剰余⾦

積⽴⾦ 598,490,455

当期未処分利益 577,627,154

（うち当期総利益） （ 577,627,154 ）

利益剰余⾦合計 1,176,117,609

純資産合計 10,099,002,794

負債純資産合計 14,293,347,660
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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位：円）

経常費用
業務費

給与費 4,498,846,937

材料費 1,483,058,020

委託費 303,172,946

経費 1,779,568,269

設備関係費 857,604,230

その他 3,243,992 8,925,494,394

⼀般管理費
給与費 265,419,566

経費 55,849,736

減価償却費 1,625,400 322,894,702

財務費用 8,716,724

その他経常費用 23,575,527

経常費用合計 9,280,681,347

経常収益
運営費交付⾦収益 3,242,457,241

補助⾦等収益 66,284,000

業務収益
医業収益 5,666,419,158

研修収益 36,393,000

研究収益 681,212,829 6,384,024,987

寄附⾦収益 8,187,404

資産⾒返負債戻⼊
資産⾒返運営費交付⾦戻⼊ 124,889,002

資産⾒返補助⾦等戻⼊ 106,496,579

資産⾒返寄附⾦戻⼊ 7,802,421 239,188,002

財務収益 1,349,893

その他経常収益 21,644,033

経常収益合計 9,963,135,560

経常利益 682,454,213

臨時損失
固定資産除却損 38,860,659

その他臨時損失 65,966,400

104,827,059

当期純利益 577,627,154

当期総利益 577,627,154

損 益 計 算 書
（平成２５年４⽉１⽇〜平成２６年３⽉３１⽇）

科          目 ⾦            額
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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

⼈件費支出 △ 4,803,347,727

材料の購⼊による支出 △ 1,458,456,638

その他の業務支出 △ 2,396,203,678

運営費交付⾦収⼊ 3,476,575,000

補助⾦等収⼊ 165,745,000

補助⾦等の精算による返還⾦の支出 △ 25,135,000

寄附⾦収⼊ 22,815,000

医業収⼊ 5,670,613,610

研修収⼊ 34,839,120

研究収⼊ 636,051,156

その他の収⼊ 25,808,928

小計 1,349,304,771

利息の支払額 △ 8,755,018

利息の受取額 1,337,824

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,341,887,577

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預⾦の預⼊による支出 △ 1,000,000,000

定期預⾦の戻⼊による収⼊ 1,000,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 1,005,117,248

施設費による収⼊ 236,107,000

その他の投資活動による支出 △ 16,200,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 785,210,248

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

⻑期借⼊⾦の返済による支出 △ 102,050,777

リース債務償還による支出 △ 85,898,400

承継資産の回収による収⼊ 57,020

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 187,892,157

Ⅳ 資⾦増加額 368,785,172

Ⅴ 資⾦期⾸残⾼ 2,363,937,407

Ⅵ 資⾦期末残⾼ 2,732,722,579

キャッシュ・フロー計算書
（平成２５年４⽉１⽇〜平成２６年３⽉３１⽇）

科          目 ⾦            額
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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 577,627,154

当期総利益 577,627,154

Ⅱ 利益処分額

積⽴⾦ 577,627,154 577,627,154

利益の処分に関する書類
（平成２６年９⽉１６⽇）

科          目 ⾦            額
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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ 業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 8,925,494,394

⼀般管理費 322,894,702

財務費用 8,716,724

その他経常費用 23,575,527

臨時損失 104,827,059 9,385,508,406

（２）（控除）自己収入等

医業収益 △ 5,666,419,158

研修収益 △ 36,393,000

研究収益 △ 575,750,325

その他経常収益 △ 38,983,751 △ 6,317,546,234

業務費用合計 3,067,962,172

Ⅱ 損益外減価償却相当額 823,946,310 823,946,310

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 127,797 127,797

Ⅳ 引当外退職給付増加⾒込額 △ 27,779,702 △ 27,779,702

Ⅴ 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 60,593,574 60,593,574

Ⅵ ⾏政サービス実施コスト 3,924,850,151

⾏政サービス実施コスト計算書
（平成２５年４⽉１⽇〜平成２６年３⽉３１⽇）

科          目 ⾦            額
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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２ ～ ４７年

構築物 ９ ～ ３０年

医療用器械備品 ２ ～ １５年

その他器械備品 ２ ～ １５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益

外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされていないものについては、役職員

の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額に基づき退職給付引当金を計上しております。

また、退職手当一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、退

職給付にかかる引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人

会計基準第８９第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計

上しております。

４．貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金の計上基準

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当該事業年度に

負担すべき支給見込額を計上しております。

６．環境対策引当金の計上基準

サイクロトロン等の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上して

おります。

７．返還免除引当金の計上基準

将来の看護学生奨学金の返還免除による損失に備えるため、返還免除の実績率により回収不能

見込額を計上しております。
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８．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法

（２）診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（３）給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（４）貯蔵品

金券類は個別法、その他は最終仕入原価法に基づく低価法

９．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２６年３月末利回りを参考に０．６４１％で計算しております。

１０．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

１１．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

１２．金融商品の状況に関する事項

当センターは、資金調達については財政融資資金からの借入によっております。

また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク

低減を図っております。

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、

資金調達を行っております。

Ⅱ．貸借対照表

１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金に係る退職給付引当金の見積額

１,４０９,７４７,３３７ 円

２．高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成２０年法律第９３号）附

則第８条第７項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 ５４４,７３９,４０７ 円

３．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。
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（単位：百万円）

貸借対照表

区 分 時 価 差 額

計 上 額

（1）現金及び預金 ３,２３３ ３,２３３ －

（2）医業未収金 ８５１ ８５１ －

（3）長期借入金 (５４５) (５６７) (△２２)

（4）買掛金 (２０４) (２０４) (－)

（5）未払金 （１,０５８) （１,０５８) (－)

係数は原則として四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）現金及び預金，（2）医業未収金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

（3）長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（4）買掛金，（5）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳簿価

額によっております。

Ⅲ．損益計算書

国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳

① 研究収益 １３,７９８,９０６ 円

② 研修収益 １１,３５０,０００ 円

③ その他経常収益 ４６,２００ 円

合 計 ２５,１９５,１０６ 円

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 ３,２３２,７２２,５７９ 円

現金及び預金勘定のうち定期預金 ５００,０００,０００ 円

資金期末残高 ２,７３２,７２２,５７９ 円

２．重要な非資金取引

無償譲与による資産の取得 １０,８９５,８５０ 円

３．承継資産の回収による収入

承継資産の回収による収入は、国から承継した医業未収金、破産更生債権等に係る収入であり

ます。
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Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見込額は △２８３,４６５ 円であります。

Ⅵ．オペレーティング・リース取引

１．貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 ６,９８５,８４６ 円

２．貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 ６,７４６,８０５ 円

Ⅶ．重要な債務負担行為

１．当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、下記のと

おりです。

（単位：円）

契約内容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額

教育研修棟新築整備

その他工事 ８１９,０００,０００ ５８２,８９３,０００

２．職員アパート４棟借り上げのため、最低月額賃料の概ね８９～９０％相当額を業者に補償して

おります。

１,４１４,００１,１６０ 円（当該年度末の極度額）

当期負担額は１４９，９６５円です。

Ⅷ．重要な後発事象

該当事項はありません。
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,3
6

5
,1

3
7

1
1

,5
1

8
,2

7
5

1
,0

9
6

,7
2

6

7
,6

4
9

,8
2

2

4
3

,6
2

9
,9

6
0

8
1

6
,3

7
2

,8
3

8

6
4

1
,0

7
2

,6
5

1

6
2

,3
1

3
,9

3
7

3
4

8
,2

4
9

,6
6

9

1
,8

6
8

,0
0

9
,0

9
5

7
8

3
,4

4
2

,8
1

7

6
3

6
,6

3
8

,6
5

9

6
2

,1
2

1
,2

5
3

3
4

7
,8

4
0

,3
6

9

1
,8

3
0

,0
4

3
,0

9
8

3
5

,3
9

3

5
,2

5
1

目
的

使
⽤

そ
の

他

0

期
末

残
高

摘
 

 
要

当
期

減
少

額
回

収
額

償
却

額

0 0

4
0

,6
4

4 0

期
末

残
高

摘
 

 
要

0
9

,6
0

0
,0

0
0

2
3

1
,8

9
2

,1
2

3 0

2
3

1
,8

9
2

,1
2

3

0

当
期

減
少

額

0
0

- 12 -



８
 

貸
付

⾦
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
：

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

高
△

 1
,1

6
2

,2
3

3
3

,9
2

6
,1

4
5

△
 1

,1
6

2
,2

3
3

3
,9

2
6

,1
4

5

8
,0

0
0

,0
0

0
8

,0
0

0
,0

0
0

8
,0

0
0

,0
0

0
8

,0
0

0
,0

0
0

1
,7

0
1

,3
9

2
2

3
,6

5
3

,5
6

6

1
,7

0
1

,3
9

2
2

3
,6

5
3

,5
6

6

8
,5

3
9

,1
5

9
3

5
,5

7
9

,7
1

1

（
注

）
１

．
⼀

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

回
収

不
能

⾒
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。
２

．
貸

倒
懸

念
債

権
及

び
破

産
更

⽣
債

権
等

（
発

⽣
か

ら
１

年
以

上
経

過
し

た
医

業
未

収
⾦

及
び

未
収

⾦
）

に
つ

い
て

は
、

個
別

に
回

収
可

能
性

を
検

討
し

、
回

収
不

能
⾒

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

９
 

退
職

給
付

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
 

 
要

1
,1

8
1

,2
7

8

退
職

⼀
時

⾦
に

係
る

債
務

1
,1

8
1

,2
7

8

退
職

給
付

引
当

⾦
1

,1
8

1
,2

7
8

１
０

 
資

産
除

去
債

務
の

明
細

 
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

１
１

法
令

に
基

づ
く

引
当

⾦
等

の
明

細
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

１
２

 
保

証
債

務
の

明
細

（
単

位
：

円
）

保
証

料
収

益
件

数
⾦

額
件

数
⾦

額
件

数
⾦

額
件

数
⾦

額
⾦

額

(1
0

2
,1

6
7

,2
7

1
)

1
6

4
6

,7
9

0
,1

8
4
－

0
1

1
0

2
,0

5
0

,7
7

7
1

5
4

4
,7

3
9

,4
0

7
－

（
注

）
１

．
国

⽴
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
⾏

う
独

⽴
⾏

政
法

⼈
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8条
第

7項
に

基
づ

き
、

各
国

⽴
高

度
専

門
医

療
 

セ
ン

タ
ー

は
、

厚
⽣

労
働

⼤
⾂

が
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
当

該
国

⽴
高

度
専

門
医

療
セ

ン
タ

ー
以

外
の

国
⽴

高
度

専
門

医
療

セ
ン

タ
ー

が
 

承
継

し
た

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
借

⼊
⾦

債
務

を
保

証
し

て
お

り
ま

す
。

２
．

（
 

）
は

、
１

年
以

内
保

証
債

務
減

少
予

定
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

⼀
般

債
権

期
首

残
高

1
,0

3
1

,0
4

3
,9

5
6

区
 

 
 

分

△
 2

4
,8

4
8

,4
2

2

1
,7

0
1

,3
9

2

8
6

1
,9

2
8

,2
0

5

8
6

1
,9

2
8

,2
0

5

1
4

7
,1

6
3

,5
7

7

1
4

7
,1

6
3

,5
7

7

2
1

,9
5

2
,1

7
4

摘
 

 
要

期
首

残
高

貸
付

⾦
等

の
残

高

医
業

未
収

⾦

破
産

更
⽣

債
権

等

当
期

増
加

額

2
1

,9
5

2
,1

7
4

破
産

更
⽣

債
権

等
計

未
収

⾦
貸

倒
懸

念
債

権
0 0

2
1

,9
5

2
,1

7
4

2
1

,9
5

2
,1

7
4

2
7

,0
4

0
,5

5
2

当
期

減
少

額
0 0 0

期
末

残
高

2
9

0
,6

3
0

2
9

0
,6

3
0

△
 6

,5
2

3
,2

0
1

期
首

残
高 8
9

0
,6

4
8

当
期

増
減

額
△

 6
,5

2
3

,2
0

1

△
 2

4
,8

4
8

,4
2

2

2
3

,6
5

3
,5

6
6

5
,0

8
8

,3
7

8

5
,0

8
8

,3
7

8

期
末

残
高

貸
倒

引
当

⾦
の

残
高

8
5

5
,4

0
5

,0
0

4

8
5

5
,4

0
5

,0
0

4

1
2

2
,3

1
5

,1
5

5

1
2

2
,3

1
5

,1
5

5

2
3

,6
5

3
,5

6
6

1
,0

0
1

,3
7

3
,7

2
5

8
9

0
,6

4
8

8
9

0
,6

4
8

当
期

増
加

1
,7

0
1

,3
9

2

△
 2

9
,6

7
0

,2
3

1

当
期

減
少

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務

区
 

 
 

分

退
職

給
付

債
務

合
計

額

2
9

0
,6

3
0

区
 

 
 

分

期
首

残
高

- 13 -



１
３

 
資

本
⾦

及
び

資
本

剰
余

⾦
の

明
細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
 

 
要

資
本

⾦
政

府
出

資
⾦

1
0

,3
3

3
,7

0
6

,7
1

3

1
0

,3
3

3
,7

0
6

,7
1

3

資
 

 本
資

本
剰

余
⾦

剰
余

⾦
施

設
費

1
,0

5
6

,0
5

7
,0

6
9

運
営

費
交

付
⾦

0

補
助

⾦
等

0

寄
附

⾦
等

0

目
的

積
⽴

⾦
0

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
△

 1
6

2
,7

7
2

,6
9

6
注

１
そ

の
他

5
8

7
,1

6
4

,2
5

5

1
,4

8
0

,4
4

8
,6

2
8

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

2
,8

9
1

,2
7

0
,1

5
6

注
１

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

0

損
益

外
利

息
費

⽤
累

計
額

0

△
 1

,4
1

0
,8

2
1

,5
2

8

（
注

）
１

．
当

期
減

少
額

は
、

「
第

８
７

特
定

の
償

却
資

産
」

に
該

当
す

る
資

産
の

減
少

に
よ

る
も

の
で

す
。

１
４

 
積

⽴
⾦

の
明

細
（

単
位

：
円

）
摘

 
 

要

（
注

）
 当

期
増

加
額

は
独

⽴
⾏

政
法

⼈
通

則
法

第
４

４
条

第
１

項
の

規
定

に
従

い
、

前
期

の
利

益
処

分
に

お
い

て
整

理
し

た
額

で
す

。

１
５

 
目

的
積

⽴
⾦

の
取

崩
し

の
明

細
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

2
,0

6
8

,4
3

7
,1

4
2 0

0

1
,1

1
3

,2
9

6

0 0

8
2

3
,9

4
6

,3
1

0

1
2

7
,7

9
7

当
期

減
少

額
期

末
残

高

0
5

9
8

,4
9

0
,4

5
5

注

0

△
 8

2
3

,9
4

6
,3

1
0

0

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

0

0

0
1

,2
4

1
,0

9
3

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0

0

1
,2

4
1

,0
9

3 0

1
,0

5
6

,0
5

7
,0

6
9 0 0

期
首

残
高

1
0

,3
3

3
,7

0
6

,7
1

3

1
0

,3
3

3
,7

0
6

,7
1

3
0

区
 

 
 

 
 

 
 

分

計

区
 

 
 

分

積
⽴

⾦

計

期
首

残
高

0

△
 1

6
1

,5
3

1
,6

0
3

5
8

7
,1

6
4

,2
5

5

1
,4

8
1

,6
8

9
,7

2
1

当
期

増
加

額

8
2

,5
4

5
,9

4
4

5
1

5
,9

4
4

,5
1

10

△
 5

8
6

,7
4

7
,4

2
10

差
引

計
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１
６

 
運

営
費

交
付

⾦
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
の

増
減

の
明

細
（

単
位

：
円

）

0
1

6
0

,9
2

4
,1

2
8

8
0

,1
4

3
,0

2
4

0
3

,2
7

2
,5

5
0

,5
9

0
2

0
4

,0
2

4
,4

1
0

0
3

,4
3

3
,4

7
4

,7
1

8
2

8
4

,1
6

7
,4

3
4

（
２

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
の

当
期

振
替

額
の

明
細

平
成

２
４

年
度

交
付

分
（

単
位

：
円

）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

 
ア

．
研

究
業

務
0

円
 

イ
．

臨
床

研
究

業
務

4
2

,2
2

6
,3

1
7

円
 

ウ
．

教
育

研
修

業
務

0
円

 
エ

．
情

報
発

信
業

務
0

円
 

オ
．

そ
の

他
8

8
,2

6
1

,7
7

6
円

３
．

運
営

費
交

付
⾦

収
益

化
額

の
積

算
根

拠
 

 
年

度
計

画
の

予
定

ど
お

り
に

遂
⾏

し
た

業
務

に
つ

い
て

、
各

業
務

に
当

て
ら

れ
て

る
運

営
費

交
付

⾦
の

計
画

額
を

収
益

化

平
成

２
４

年
度

2
4

1
,0

6
7

,1
5

2

平
成

２
５

年
度

0

計

金
　
　
　
額

期
間

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

資
本

剰
余

⾦ 計

運
営

費
交

付
⾦

収
益

運
営

費
交

付
⾦

期
末

残
高

3
,1

1
1

,9
6

9
,1

4
8

3
,2

4
2

,4
5

7
,2

4
1

1
6

0
,5

8
1

,4
4

2

1
9

1
,0

1
7

,4
7

7

3
,4

7
6

,5
7

5
,0

0
0

3
,4

7
6

,5
7

5
,0

0
00

 
－

 
（

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

0 0 00

小
 

 
計

当
期

振
替

額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

資
産

⾒
返

1
3

0
,4

8
8

,0
9

3
3

0
,4

3
6

,0
3

5

資
本

剰
余

⾦
交

付
⾦

当
期

交
付

額
期

首
残

高
交

付
年

度

0

2
4

1
,0

6
7

,1
5

2

 
－

 
（

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

0

資
本

剰
余

⾦
0

計
0

会
計

基
準

第
81

第
3項

に
よ

る
振

替
額

0

合
 

 
 

計
1

6
0

,9
2

4
,1

2
8

費
⽤

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

0

区
 

 
 

分
内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

教
育

研
修

業
務

、
情

報
発

信
業

務
、

そ
の

他

（
１

）
損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

⽤
の

額
 ：

 1
30

,4
88

,0
93

円

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
 ：

 3
0,

43
6,

03
5 

円

計
1

6
0

,9
2

4
,1

2
8

3
0

,4
3

6
,0

3
5

1
3

0
,4

8
8

,0
9

3
運

営
費

交
付

⾦
収

益

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

資
本

剰
余

⾦
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平
成

２
５

年
度

交
付

分
（

単
位

：
円

）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

 
ア

．
研

究
業

務
1

,0
6

8
,7

0
8

,7
2

0
円

 
イ

．
臨

床
研

究
業

務
1

,8
1

9
,0

7
7

,5
1

5
円

 
ウ

．
教

育
研

修
業

務
1

8
8

,8
8

2
,0

0
0

円
 

エ
．

情
報

発
信

業
務

1
,9

6
7

,0
0

0
円

 
オ

．
そ

の
他

3
3

,3
3

3
,9

1
3

円

 
ア

．
研

究
業

務
5

5
,6

5
0

,2
8

0
円

 
イ

．
臨

床
研

究
業

務
1

0
4

,9
3

1
,1

6
2

円

３
．

運
営

費
交

付
⾦

収
益

化
額

の
積

算
根

拠
 

 
年

度
計

画
の

予
定

ど
お

り
に

遂
⾏

し
た

業
務

に
つ

い
て

、
各

業
務

に
当

て
ら

れ
て

る
運

営
費

交
付

⾦
の

計
画

額
を

収
益

化

会
計

基
準

第
81

第
3項

に
よ

る
振

替
額

0

合
 

 
 

計
3

,2
7

2
,5

5
0

,5
9

0

費
⽤

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

0

 
－

 
（

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

0

資
本

剰
余

⾦
0

計
0

期
間

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

0

 
－

 
（

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

0

資
本

剰
余

⾦
0

計
0

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

3
,1

1
1

,9
6

9
,1

4
8

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

1
6

0
,5

8
1

,4
4

2

計
3

,2
7

2
,5

5
0

,5
9

0

資
本

剰
余

⾦
0

区
 

 
 

分
金
　
　
　
額

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

教
育

研
修

業
務

、
情

報
発

信
業

務
、

そ
の

他

（
１

）
損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

⽤
の

額
 ：

 3
,1

11
,9

69
,1

48
円

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
 ：

 1
60

,5
81

,4
42

 円
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（
３

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
残

高
の

明
細

平
成

２
４

年
度

交
付

分
（

単
位

：
円

）

 
－

 
（

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

 
－

 
（

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

平
成

２
５

年
度

交
付

分
（

単
位

：
円

）

 
－

 
（

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

 
－

 
（

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分
－

0

○
業

務
達

成
基

準
を

採
⽤

す
る

臨
床

研
究

業
務

に
お

い
て

、
研

究
開

始
に

お
け

る
遅

延
、

研
究

計
画

の
変

更
に

よ
る

未
達

成
額

が
発

⽣
し

た
こ

と
に

よ
り

、
運

営
費

交
付

⾦
を

債
務

と
し

て
翌

事
業

年
度

に
繰

り
越

し
た

も
の

。
ま

た
、

そ
の

他
は

退
職

⼿
当

に
係

る
も

の
で

あ
る

。

○
臨

床
研

究
業

務
に

つ
い

て
は

、
計

画
ど

お
り

の
業

務
を

達
成

で
き

る
⾒

込
み

で
あ

り
、

翌
事

業
年

度
で

収
益

化
す

る
予

定
で

あ
る

。

小
計

2
0

4
,0

2
4

,4
1

0

計
2

0
4

,0
2

4
,4

1
0

平
成

２
５

年
度

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

研
究

業
務

0

臨
床

研
究

業
務

1
1

5
,5

0
0

,3
4

7

診
療

業
務

0

教
育

研
修

業
務

0

情
報

発
信

業
務

0

そ
の

他
8

8
,5

2
4

,0
6

3

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分
－

0

残
高

の
発

⽣
理

由
及

び
収

益
化

等
の

計
画

交
付

年
度

運
営

費
交

付
⾦

債
務

残
高

業
務

等
区

分
⾦

 
 

額

交
付

年
度

運
営

費
交

付
⾦

債
務

残
高

残
高

の
発

⽣
理

由
及

び
収

益
化

等
の

計
画

業
務

等
区

分
⾦

 
 

額
○

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
す

る
臨

床
研

究
業

務
に

お
い

て
、

研
究

開
始

に
お

け
る

遅
延

、
研

究
計

画
の

変
更

に
よ

る
未

達
成

額
が

発
⽣

し
た

こ
と

に
よ

り
、

運
営

費
交

付
⾦

を
債

務
と

し
て

翌
事

業
年

度
に

繰
り

越
し

た
も

の
。

臨
床

研
究

業
務

8
0

,1
4

3
,0

2
4

診
療

業
務

0

教
育

研
修

業
務

0

平
成

２
４

年
度

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

研
究

業
務

0

そ
の

他
0

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分
－

0

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分
－

0

小
計

8
0

,1
4

3
,0

2
4

情
報

発
信

業
務

0

計
8

0
,1

4
3

,0
2

4
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１
７

 
運

営
費

交
付

⾦
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

（
１

）
施

設
費

の
明

細
（

単
位

：
円

）

0
0

（
２

）
補

助
⾦

等
の

明
細

（
単

位
：

円
）

0
0

0
5

6
7

,0
0

0

0
0

0
5

5
,2

9
7

,0
0

0

0
0

0
3

9
2

,0
0

0

0
0

0
1

0
,0

2
8

,0
0

0

0
0

0
6

6
,2

8
4

,0
0

0

１
８

 
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（

単
位

：
円

、
⼈

）

支
給

⼈
員

(0
) 0

(0
)

3
9

(0
)

3
9

（
注

）
１

．

２
．

３
．

支
給

⼈
員

は
、

年
間

平
均

支
給

⼈
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

４
．

非
常

勤
の

役
員

及
び

職
員

は
、

外
数

と
し

て
（

 
 

）
で

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
５

．
中

期
計

画
に

お
い

て
は

、
法

定
福

利
費

等
を

含
め

て
予

算
上

の
⼈

件
費

と
し

て
お

り
ま

す
が

、
上

記
明

細
に

は
法

定
福

利
費

等
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

平
成

２
５

年
度

チ
ー

ム
医

療
普

及
推

進
事

業
3

9
2

,0
0

0
0

4
9

5

支
給

額
支

給
⼈

員
退

職
⼿

当
支

給
額

(0
) 0

(3
,1

2
0

,0
0

0
)

4
6

,5
1

8
,2

8
4

(6
7

3
,6

0
6

,5
2

9
)

1
1

5
,8

0
9

,6
8

9
3

,3
2

5
,2

1
8

,6
0

0

(6
7

6
,7

2
6

,5
2

9
)

3
,3

7
1

,7
3

6
,8

8
4

報
酬

又
は

給
与

区
 

 
 

 
 

分
摘

 
要

資
本

剰
余

⾦

⻑
期

預
り

補
助

⾦
等

左
の

会
計

処
理

内
訳

4
9

2

(3
6

6
)

2
3

6
,1

0
7

,0
0

0
2

3
6

,1
0

7
,0

0
0

そ
の

他

5
5

,2
9

7
,0

0
0

1
0

,0
2

8
,0

0
0

6
6

,2
8

4
,0

0
0

0 0 0 0

当
期

交
付

額
建

設
仮

勘
定

補
助

⾦
等

5
6

7
,0

0
0

当
期

交
付

額
左

の
会

計
処

理
内

訳
建

設
仮

勘
定

⾒
返

施
設

費

職
員

に
対

す
る

給
与

等
の

支
給

基
準

は
、

独
⽴

⾏
政

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

給
与

規
程

、
独

⽴
⾏

政
法

⼈
国

⽴
⻑

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
独

⽴
⾏

政
法

⼈
国

⽴
⻑

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

医
師

及
び

⻭
科

医
師

給
与

規
程

、
独

⽴
⾏

政
法

⼈
国

⽴
⻑

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
職

員
退

職
⼿

当
規

程
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

支
給

基
準

は
、

独
⽴

⾏
政

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

独
⽴

⾏
政

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

⼿
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

区
 

 
 

分

役
 

 
 

員

職
 

 
 

員

合
 

 
 

計

独
⽴

⾏
政

法
⼈

国
⽴

⻑
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

施
設

整
備

費
補

助
⾦

計

資
産

⾒
返

補
助

⾦
等

資
本

剰
余

⾦
収

益
計

上
摘

 
要

平
成

２
５

年
度

⽼
⼈

保
健

事
業

推
進

事
業

平
成

２
５

年
度

多
職

種
協

働
に

よ
る

在
宅

チ
ー

ム
医

療
を

担
う

⼈
材

育
成

事
業

区
 

 
 

 
 

分

平
成

２
５

年
度

設
備

整
備

費
補

助
⾦

1
1

5
,8

0
9

,6
8

9

(3
) 3

(3
6

3
)

(0
)

(0
)
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１
９

 
開

示
す

べ
き

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
（

単
位

：
円

）
研

究
事

業
臨

床
研

究
事

業
診

療
事

業
教

育
研

修
事

業
情

報
発

信
事

業
計

法
人

共
通

合
計

事
業

費
用

業
務

費
1

,0
4

4
,6

2
7

,4
2

3
2

,6
0

3
,4

2
5

,5
2

6
4

,8
9

2
,5

4
8

,4
4

4
2

1
1

,8
5

4
,7

3
6

1
7

3
,0

3
8

,2
6

5
8

,9
2

5
,4

9
4

,3
9

4
-

8
,9

2
5

,4
9

4
,3

9
4

⼀
般

管
理

費
5

7
,8

3
9

,3
0

3
8

2
,3

4
3

,5
2

9
1

6
9

,9
2

9
,1

7
1

6
,8

9
5

,8
6

0
5

,8
8

6
,8

3
9

3
2

2
,8

9
4

,7
0

2
-

3
2

2
,8

9
4

,7
0

2

財
務

費
用

0
0

8
,7

1
6

,7
2

4
0

0
8

,7
1

6
,7

2
4

-
8

,7
1

6
,7

2
4

そ
の

他
1

,0
8

0
,1

7
9

4
,9

2
2

,4
4

0
1

7
,5

3
6

,8
2

6
1

9
,5

7
4

1
6

,5
0

8
2

3
,5

7
5

,5
2

7
-

2
3

,5
7

5
,5

2
7

事
業

費
用

計
1

,1
0

3
,5

4
6

,9
0

5
2

,6
9

0
,6

9
1

,4
9

5
5

,0
8

8
,7

3
1

,1
6

5
2

1
8

,7
7

0
,1

7
0

1
7

8
,9

4
1

,6
1

2
9

,2
8

0
,6

8
1

,3
4

7
-

9
,2

8
0

,6
8

1
,3

4
7

事
業

収
益

研
究

収
益

0
6

3
6

,4
8

7
,9

1
1

-
-

4
4

,7
2

4
,9

1
8

6
8

1
,2

1
2

,8
2

9
-

6
8

1
,2

1
2

,8
2

9

医
業

収
益

-
-

5
,6

6
6

,4
1

9
,1

5
8

-
-

5
,6

6
6

,4
1

9
,1

5
8

-
5

,6
6

6
,4

1
9

,1
5

8

研
修

収
益

-
-

-
3

6
,3

9
3

,0
0

0
-

3
6

,3
9

3
,0

0
0

-
3

6
,3

9
3

,0
0

0

教
育

収
益

-
-

-
-

-
0

-
0

運
営

費
交

付
⾦

収
益

1
,0

7
9

,6
3

7
,9

7
6

1
,8

7
0

,4
2

6
,7

9
4

1
0

0
,2

1
2

,0
5

2
1

8
9

,5
6

5
,9

3
4

2
,6

1
4

,4
8

5
3

,2
4

2
,4

5
7

,2
4

1
-

3
,2

4
2

,4
5

7
,2

4
1

補
助

⾦
等

収
益

0
5

6
,2

5
6

,0
0

0
0

1
0

,0
2

8
,0

0
0

0
6

6
,2

8
4

,0
0

0
-

6
6

,2
8

4
,0

0
0

寄
附

⾦
収

益
6

0
4

,8
8

6
7

,5
8

2
,5

1
8

0
0

0
8

,1
8

7
,4

0
4

-
8

,1
8

7
,4

0
4

資
産

⾒
返

負
債

戻
⼊

-

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

戻
⼊

2
1
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決 算 報 告 書決 算 報 告 書決 算 報 告 書決 算 報 告 書



【独⽴⾏政法⼈国⽴⻑寿医療研究センター】 （単位：円）
区  分 予算額 決算額 差額 備考

収入
運営費交付⾦ 3,476,575,000 3,476,575,000 0

施設整備費補助⾦ 236,107,000 236,107,000 0

業務収入 5,817,613,326 6,557,210,638 739,597,312

その他の収入 500,783,000 1,000,057,020 499,274,020 定期預⾦の払い戻し等による。

計 10,031,078,326 11,269,949,658 1,238,871,332

支出
業務経費 8,480,918,358 8,658,008,043 177,089,685

研究業務経費 1,119,373,580 1,002,344,432 △ 117,029,148 ⼈件費・経費等の減による。

臨床研究業務経費 2,211,437,690 2,423,336,562 211,898,872 ⼈件費・経費等の増による。

診療業務経費 4,585,513,164 4,636,189,784 50,676,620 医業収入の増に伴う経費等の増による。

教育研修業務経費 200,986,965 209,227,686 8,240,721 ⼈件費・経費等の増による。

情報発信業務経費 28,400,000 142,177,796 113,777,796 ⼈件費・経費等の増による。

その他の経費 335,206,959 244,731,783 △ 90,475,176 経費等の削減による。

施設整備費 1,432,745,000 1,005,117,248 △ 427,627,752

借入⾦償還 102,050,777 102,050,777 0

支払利息 8,685,681 8,755,018 69,337 利息率の変更による。

その他の支出 91,883,400 1,127,233,400 1,035,350,000

計 10,116,283,216 10,901,164,486 784,881,270

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。

決 算 報 告 書
（平成２５年４⽉１⽇〜平成２６年３⽉３１⽇）

  （２）損益計算書の⼀般管理費、その他経常費⽤は、決算報告書上は業務経費の「その他の経費」に含んでおります。

  （１）損益計算書の補助⾦等収益、業務収益、寄附⾦収益、財務収益、その他経常収益は、決算報告書上は「業務収入」に含んでおります。

医業収入の増による。

定期預⾦の預け入れ等による。

  （３）予算額の計上に準じ決算額においても未払⾦等の加減は⾏っておりません。

教育研修棟の契約締結⽇の変更及び整備計
画の変更による。
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監 事 の 意 見監 事 の 意 見監 事 の 意 見監 事 の 意 見
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会計監査人の意見会計監査人の意見会計監査人の意見会計監査人の意見



 

独立監査人の監査報告書 
 

平成 26 年６月 24 日 

 

独立行政法人国立長寿医療研究センター 

理事長 鳥羽 研二 殿 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 安藤 泰行 ㊞ 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 湯本 秀之 ㊞ 

 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第 39 条の規定に基づき、独立行政法人

国立長寿医療研究センターの平成 25 年４月１日から平成 26 年３月 31 日までの第４期事業年度の利益の処

分に関する書類（案）を除く財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、

行政サービス実施コスト計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細書について監査を行った。 

 

財務諸表に対する独立行政法人の長の責任 

独立行政法人の長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準に準

拠して財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。以下同じ。）を作成し適正に表示することにある。

これには、不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽の表示のない財務諸表を作成し適正に表示するた

めに独立行政法人の長が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

会計監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の監査の基準

に準拠して監査を行った。この監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。監査は、

独立行政法人の長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要な虚

偽の表示をもたらす要因となる場合があることに十分留意して計画される。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正及び誤謬並びに違法行為による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの

評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため

のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、独立行政法人の長が

採用した会計方針及びその適用方法並びに独立行政法人の長によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。この基礎には、

当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な虚偽の表示をもたらす独立行政法人の長又

はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存在は認められなかったとの事実を含ん

でいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の重要な虚偽の表示の要因とならない独立行政法人

の長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の有無について意見を述べるもので

はない。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基

準に準拠して、独立行政法人国立長寿医療研究センターの財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況

及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
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＜通則法が要求する利益の処分に関する書類（案）及び決算報告書に対する意見＞ 

当監査法人は、通則法第 39 条の規定に基づき、独立行政法人国立長寿医療研究センターの平成 25 年４月

１日から平成 26 年３月 31 日までの第４期事業年度の利益の処分に関する書類（案）及び決算報告書につい

て監査を行った。 

 

利益の処分に関する書類（案）及び決算報告書に対する独立行政法人の長の責任 

独立行政法人の長の責任は、法令に適合した利益の処分に関する書類（案）を作成すること及び予算の区

分に従って決算の状況を正しく示す決算報告書を作成することにある。 

 

会計監査人の責任 

当監査法人の責任は、利益の処分に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか及び決算報告書

が予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているかについて、独立の立場から意見を表明することに

ある。 

 

通則法が要求する利益の処分に関する書類（案）及び決算報告書に対する監査意見 

当監査法人の監査意見は次のとおりである。 

(1) 利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているものと認

める。 

 

＜事業報告書に対する報告＞ 

当監査法人は、通則法第 39 条の規定に基づき、独立行政法人国立長寿医療研究センターの平成 25 年４月

１日から平成 26 年３月 31 日までの第４期事業年度の事業報告書（会計に関する部分に限る。）について監査

を行った。なお、事業報告書について監査の対象とした会計に関する部分は、事業報告書に記載されている

事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。 

 

事業報告書に対する報告 

当監査法人は、事業報告書（会計に関する部分に限る。）が独立行政法人国立長寿医療研究センターの財政

状態及び運営状況を正しく示しているものと認める。 

 

利害関係 

独立行政法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

以 上 
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